「労働力需給制度部会」委員のみなさん！これでは諮問にこたえていません！




国会請願署名に取り組んでいます！
前回の労働政策審議会「労働力需給制度部会」で、「部会報告に向けての公益委員案骨子」が示されましたが、３党案からも大きく後退し、この間の派遣切りや雇用破壊などの実態を反映していない内容で、断じて容認できません。


登録型派遣は原則禁止としながらも「常用雇用以外の労働者派遣を禁止する」としています。そもそも「常用雇用」の規定があいまいです。短期雇用を繰り返し、１年を超えれば「常用」とみなされるという厚労省「業務取扱要領」もあり、このままでは不安定な短期契約が温存されてしまいます。常用雇用ではなく「期間の定めのない雇用」とすべきです。製造派遣では、契約期間途中の違法な解雇が問題となっていることから、「常用」の定義だけでは不十分です。違法派遣が横行している製造派遣は、例外を作らず禁止すべきです。


違法派遣に対する場合の直接雇用の「みなし」規程ですが、これも不十分。罰則を含めた直接雇用を担保する制度とすべきです。また、派遣先の責任強化が抜け落ちており、派遣先の団交応諾義務など明記すべきです。


これでは、諮問にこたえていません。公益案骨子を撤回し、労働者を守る観点を忘れず、今こそ抜本改正にむけた議論と決断をすべきです。











（１）　深刻な雇用破壊、派遣切りとワーキングプアをうみだした労働者派遣法を、早期に抜本改正してください。


（２）　労働者派遣法の改正に際しては、「常用雇用の代替にしてはならない」という原則に立ち戻って、少なくとも以下の内容を盛り込んでください。


①大きな社会問題となった製造業における派遣切りの深刻さをふまえ、製造業への労働者派遣を禁止すること


②労働者の雇用と生活を著しく不安定化させている登録型派遣を原則禁止すること


③違法派遣・偽装請負の場合には、派遣先企業への直接雇用を義務づける「みなし雇用」規定を創設すること。法に違反した派遣先・派遣元企業への罰則を強化すること


④安価な労働力の使い捨てを許さないため、派遣労働者と派遣先企業の労働者との均等待遇を義務づけること


⑤派遣労働者を組織する労働組合との団体交渉の応諾を派遣先企業に義務づけること





全労連/労働法制中央連絡会
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